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i

本ガイドライン案の位置付け・見直しについて

 本ガイドラインは、平成 28 年度子ども・子育て支援推進調査研究事業「子育て世代包

括支援センターの業務ガイドライン案作成のための調査研究」（事務局：みずほ情報総

研株式会社）においてガイドライン試案として取りまとめ、その後に実施されたパブリ

ックコメントに寄せられた意見を参考に修正したものである。

 本ガイドラインは、子育て世代包括支援センター（以下「センター」という。）の具体

的な業務の内容を解説するとともに、地域の多様性を念頭に、運営上の留意点を示すも

のである。なお、センターの具体的な運営に当たっては、ガイドラインを参考にしなが

ら、庁内の関係課や地域の関係機関との連携・協力の下、各地域の強みや特性を踏まえ

た弾力的な対応が求められる。

 センターの全国展開によって、どの市区町村に住んでいても、妊産婦及び乳幼児等が安

心して健康な生活ができるよう、利用者目線に立って、一貫性・整合性のある支援が実

現されることが期待される。

 センターは各地域の強みや特性に応じて柔軟に運営されるべきものであり、各市区町村

の創意工夫が求められる。本ガイドラインは、その参考として作成したものであり、画

一的な取組を求めるものではない。なお、全国展開に向けて取組事例の蓄積がなされて

いるところであり、課題等を把握しながら随時ガイドラインの見直しをすることとして

いる。
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第１ はじめに

１．子育て世代への支援を巡る状況

 ライフスタイルや経済社会の変化の中で、子育てを専ら家族に委ねるのでは、子

育てそのものが大きな困難に直面する。かつて「日本の含み資産」とも呼ばれた

家族は、今や就業、家事、ケア（子育てや介護）に日々追われている。地域の互

助・共助の力は大きなばらつきがあり、特に乳幼児期は親の負荷が高まりやすい。

また、インターネットの情報に振り回される親たちもおり、混乱や誤解、あるい

は基本的な知識や情報の欠落のために、子育てのつまづきのリスクも高まりがち

である。

 健全な親子・家族関係を築けるようにするためには、働き方改革と同時に、子育

て世代を身近な地域で親身に支える仕組みを整備することが急務である。市町村

（特別区及び一部事務組合を含む。以下「市区町村」という。）は、従来から母子

保健と子育て支援の両面から、多様な支援の充実に努めてきた。しかし、これら

の支援についての情報が必ずしも子育て家庭をはじめとした地域住民に分かりや

すく伝わっておらず、重篤な問題やリスク以外の場合では個別の利用者に寄り添

い不安を払拭するような予防的な支援は手薄である、あるいは、支援側の連携が

不十分なために、結果的に利用者側からすれば支援が一貫性を欠いているという

課題がある。

 妊娠初期から子育て期において、それぞれの段階に対応した支援や、サービスの

情報や助言が、子育て家族に伝わり理解されるよう、現状の支援の在り方を利用

者目線で再点検する必要がある。

 このような状況の下、母子保健法の改正により、平成 29 年４月からセンター（法

律における名称は「母子健康包括支援センター」。）を市区町村に設置することが

努力義務とされた。さらに、「ニッポン一億総活躍プラン」（平成 28 年６月２日閣

議決定）においては、平成 32 年度末までにセンターの全国展開を目指すこととさ

れた。センターについては平成 26 年度から実施されている妊娠・出産包括支援事

業と、平成 27 年度から開始された子ども・子育て支援新制度の利用者支援や子育

て支援などを包括的に運営する機能を担うものであり、専門知識を生かしながら

利用者の視点に立った妊娠・出産・子育てに関する支援のマネジメントを行うこ

とが期待されている。
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 子育ての日々は子どもだけでなく親自身も成長する喜びの体験が凝縮された貴重

な時間であり、こうした子育ての理想が、多様な背景や状況の下にある母子やそ

の家族にとっても実現に至るためには、子育て世代への支援の質的・量的な向上

が必須である。

２．子育て世代包括支援センターの理念

 乳幼児が親への信頼を実感し安定的な発達を享受できることは、健全な心身の根

幹を育み、幼少期だけでなく成人後の健康リスクをも下げる。乳幼児期に不適切

な環境で過ごす場合、子へのダメージにとどまらず、虐待などの世代間連鎖のリ

スクにもつながりやすいとの指摘もある。こうした乳幼児精神保健及び脳神経科

学の知見と成育の理念を踏まえ、センターは、利用者の目線で支援の継続性と整

合性を確認し、支援の効果が高まるよう、支援者と子育て家族との信頼関係を醸

成する。

 子育ては、家庭や地域での日々の暮らしの中で行われるものであり、母子保健や

子育て支援施策等の専門領域ごとに分断されるものではない。また、妊産婦や乳

幼児、その家庭の状況は経過によって変わるものである。この認識に立って、セ

ンターの運営による「包括的な支援」を通じて、妊産婦及び乳幼児並びにその保

護者（以下「妊産婦・乳幼児等」という。）の生活の質の改善・向上や、胎児・乳

幼児にとって良好な生育環境の実現・維持を図ることが重要である。
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第２ 子育て世代包括支援センターの役割

１．子育て世代包括支援センターの役割

 妊産婦・乳幼児等へは、母子保健分野と子育て支援分野の両面から支援が実施さ

れている。具体的には、母子保健法に基づく母子保健事業、子ども子育て支援法

に基づく利用者支援事業、児童福祉法に基づく子育て支援事業などである。

 一方、支援には多くの関係機関が関わることから、関係機関同士の十分な情報共

有や連携が難しく、制度や機関により支援が分断されてしまうという課題があっ

た。さらに、各関係機関はそれぞれの支援に関わる情報のみ把握する傾向にあり、

妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握できていないとの指摘があった。

加えて、関係機関間の連携体制が確立できていない場合には、個別の機関が所管

以外の支援ニーズを把握しても、適切な関係機関や支援につなぐことが難しく、

妊産婦・乳幼児等が直面する問題が深刻化してしまう懸念もあった。

図表 1 妊産婦・乳幼児等の継続的な状況の把握のために活用している機会・情報源

（複数回答）

※出典：都道府県からの推薦事例に対する調査（速報）

（平成 28年 4月 1日時点でセンターを設置しており、調査に協力のあった市区町村 41 か所）
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図表 2 子育て世代包括支援センターの設置に当たっての課題（複数回答）

※出典：子育て世代包括支援センター未設置市区町村に対する調査

（平成 28年 4月 1日時点でセンターを設置しておらず、調査に協力のあった市区町村 849 か所）

 これらの課題があることを踏まえ、センターの役割として、妊産婦・乳幼児等の

状況を継続的・包括的に把握し、妊産婦や保護者の相談に保健師等の専門家が対

応するとともに、必要な支援の調整や関係機関と連絡調整するなどして、妊産婦

や乳幼児等に対して切れ目のない支援を提供する。このような取組により育児不

安や虐待の予防に寄与することができる。

 妊産婦・乳幼児等の状況を継続的・包括的に把握するためには、センターが母子

健康手帳交付時の面談等の機会を活用して直接把握する方法のほか、関係機関が

把握している情報をセンターに集約させ、一元的に管理することによって可能と

なる。この過程で、各関係機関が把握した妊産婦や乳幼児等の支援ニーズを踏ま

えて、適切な関係機関・支援を紹介するなど、センターが調整役となることで、

妊産婦や乳幼児等に対して包括的な支援を提供することが期待される。さらに、

センターが関係機関間の顔の見える関係作りを支援することで、より円滑な連携

も可能になると見込まれる。

 また、安心して妊娠・出産・子育てができる「地域作り」もセンターの重要な役

割の１つであることから、地域子育て支援拠点事業所など、地域の子育て支援事

業等を提供している関係機関との連絡調整、連携、協働の体制作りを行うととも

に、地元の自治会や商工会議所、地域住民を含む、地域の子育て資源の育成、地

域課題の発見・共有、地域で必要な子育て資源の開発等に努める。
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図表 3 現状と子育て世代包括支援センター設置後の望ましい姿

現状の課題 子育て世代包括支援センター設置後

・妊産婦・乳幼児等の⽀援には、医療機関（産科、

⼩児科、⻭科等）、こども園・幼稚園・保育所、

地域子育て支援拠点事業所、市町村保健センタ

ー、保健所などの多くの機関が関わっている。

このため、妊産婦等が、自らが必要とする支援

を選択することが難しい。

・各機関は、それぞれが⾏う⽀援に関する情報し

か把握できていない（例 産科医療機関では妊

婦健診結果のみ 等）。このため、妊産婦・乳幼

児等の状況を継続的に把握できている機関がな

い。

・各機関が個別対応により⽀援を⾏っているため、

担当外の⽀援ニーズが把握された場合に、適切

な対応ができていない。

・各機関の間で、相互に顔の⾒える関係が構築で

きていないため、十分な連携が図れていない。

⇒全ての支援を１つの機関に集約して提供するこ

とは困難であるが、センターが妊産婦等に助言

したり、関係機関を連絡調整したりすることに

より、妊産婦・乳幼児等が切れ⽬なく必要な⽀

援を受けられるようにする。

⇒センターにおいて、直接、妊産婦等の⾯談を⾏

うほか、各関係機関が把握している情報（14 回

分の妊婦健診結果を含む。）を集約し、全ての妊

産婦等の状況を継続的に把握する。

⇒各関係機関には、担当外の支援ニーズも含めて

妊産婦・乳幼児等の状況を包括的に把握するよ

う要請する。担当外支援ニーズが把握された場

合には、センターを通じて他機関の必要な支援

につなげることが可能となる。

⇒センターによる関係機関の連絡調整の結果、各

機関の間で、相互に顔の⾒える関係が構築され

る。各機関の⽀援内容を相互に理解することに

より、センターを経由しなくても、各機関の有

機的な連携が可能となる。
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２．子育て世代包括支援センターの位置付け

 センターには、妊娠初期から子育て期にわたり、妊娠の届出等の機会に得た情報

を基に、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じ、必要に応じて個別に支援プラ

ンを策定し、保健・医療・福祉・教育等の地域の関係機関による切れ目のない支

援を行うことが求められる。

図表 4 子育て世代包括支援センターの必須業務

①妊産婦・乳幼児等の実情を把握すること

②妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助

⾔・保健指導を⾏うこと

③支援プランを策定すること

④保健医療⼜は福祉の関係機関との連絡調整を⾏うこと

 一方で、妊産婦・乳幼児等、住民が気軽に立ち寄ることができ、相談窓口として

認知されるためには、センター機能を有する場所や窓口を明示することも重要で

ある。センターとしての窓口・拠点は市町村保健センターや地域子育て支援拠点

事業所等、市区町村の実情に応じて設置されるものである。

 また、センターは、市町村保健センター等において既に実施されている各母子保

健事業と密な連携をとる必要がある。例えば、母子健康手帳交付時の面談をセン

ター職員が行うことにより、直接センターが妊婦との接点を持つことが可能であ

るが、その中で、気になる母親や家庭があった場合には、市町村保健センターや

市区町村子ども家庭総合支援拠点に引き継ぎ、フォローするなどの対応も想定さ

れる。

 子育て支援事業は、地域の実情に応じて、市区町村から委託を受けた民間団体や

NPO 法人など多様な主体の参画により実施されている。そのため、地域の実情を

踏まえ、各地域子育て支援拠点事業所や利用者支援実施機関との密な連携・協働

が求められる。
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３．子育て世代包括支援センターの支援対象者

 センターはあらゆる課題や相談事項に単独で対応する場ではなく、関係機関の連

携と支援のための連絡調整の中枢である。センターへ行けばなんらかの支援につ

ながる情報が得られるワンストップ拠点として地域に定着するよう、全ての来訪

者を温かく迎えることが重要である。

 センターは、原則全ての妊産婦（産婦：産後１年以内）、乳幼児（就学前）とその

保護者を対象とすることを基本とする。地域の実情に応じて 18 歳までの子どもと

その保護者についても対象とする等、柔軟に運用する。その中で妊娠期から子育

て期、特に３歳までの子育て期について重点を置く。また、子どもの保護者は多

様であり、ひとり親、若年親、事実婚、里親も含まれることに留意する必要があ

る。障害の有無、心身の健康状態、世帯の経済状況、親の介護の有無、異文化の

背景等の事情のために支援が必要になる場合もあるため、関連部署・関係機関と

の連携の下、柔軟な運用が期待される。

 さらに、学童期以降の児童やその保護者から相談があった場合には、就学前の支

援との連続性も考慮しながら、学校保健や思春期保健等との連携も含め、適切な

担当者・関係機関につなぐ等の対応を行う。

４．子育て世代包括支援センターにおける支援

 センターは妊娠・出産・子育てに関するリスクの有無にかかわらず、予防的な視

点を中心とし、全ての妊産婦・乳幼児等を対象とするポピュレーションアプロー

チを基本とする。一方で、特により専門的な支援を必要とする対象者については、

地区担当保健師、市区町村子ども家庭総合支援拠点や児童相談所との連携によっ

て対応する。

 なお、ある時点では特に支援を必要としない妊産婦や保護者も、不安を抱え、地

域から孤立することがある。センターは支援ニーズが顕在化していない者につい

て十分な関心を継続的に向ける必要がある。
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図表 5 妊娠・出産・子育てにおけるリスクからみた

子育て世代包括支援センターが支援する対象者の範囲

図表 6 妊産婦・保護者の状態像別に見た関わりの視点と支援内容の例

※委員会での議論をもとに作成



9

 センターは、妊産婦・乳幼児等の情報をセンターに一元化して把握することでリ

スク把握の精度を高め、適切な支援と事後のフォローアップができるよう、セン

ターは関係機関間の重層的な連携を強化し地域との協力関係を整備する。

図表 7 子育て世代包括支援センターにおける支援イメージ

※委員会での議論をもとに作成
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第３ 業務実施のための環境整備

１．実施体制の確保

（１）複数の機能を集結した子育て世代包括支援センター

 センターは、母子保健に関する専門的な支援機能及び子育て支援に関する支援機

能を有することが前提となる。ただし、市区町村の実情に応じて、それぞれの機

能ごとに複数の施設・場所で、役割分担をしつつ必要な情報を共有しながら一体

的に支援を行うことも可能である。

 なお、複数の施設・場所で実施する例としては、母子保健分野と子育て支援分野

で分担する形態、地区ごとに分担する形態、妊娠期から子育て期の時期に応じて

分担する形態などが考えられる。

 複数の施設・場所で実施する場合には、施設・場所の違いや役割分担が「支援の

切れ目」を生じさせないよう、十分に配慮するとともに、支援の切れ目を生じさ

せないようにするためには、市区町村が実施している母子保健施策や子育て支援

施策等の調整及びマネジメントする部局を明確に位置づける必要がある。

 なお、社会福祉法に基づく第二種社会福祉事業を実施する場合は、届出を適切に

行う必要がある。
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【分担の例】

 利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）と利⽤者⽀援事業（基本型）を⼀体的に実施する場合

※「「「⼦育て世代包括⽀援センター」と利⽤者⽀援事業等の関係等について」の整理資料の送付について」（厚⽣労働省

雇⽤均等・児童家庭局総務課少⼦化対策企画室・⺟⼦保健課事務連絡 平成27年 9月 30日）より抜粋

 利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）と利⽤者⽀援事業（基本型）をそれぞれ⽴ち上げ、連携し

て実施する場合

※市区町村子ども家庭総合支援拠点と一体的に支援を実施することが望まし

(※)

(※)
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【分担の例】

 市町村保健センターと利⽤者⽀援事業（基本型）の連携により実施

 利⽤者⽀援事業（⺟⼦保健型）又は市町村保健センターを中心に実施

※市区町村子ども家庭総合支援拠点と一体的に支援を実施することが望まし

(※)

(※)
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【分担の例】

 利⽤者⽀援事業（基本型）を中⼼に実施

（２）職員の確保

 「子育て世代包括支援センターの設置運営について（通知）」（厚生労働省雇用均

等・児童家庭局母子保健課雇児発 0331 第 5 号 平成 29 年 3 月 31 日）において

は、センターには保健師等を１名以上配置することが記載されており、保健師・

助産師等のこれまでの母子保健活動の経験を活かすことで、センターの業務を効

果的かつ効率的に展開することができる。さらに、保健師や助産師、看護師とい

った医療職に加えて、精神保健福祉士、ソーシャルワーカー（社会福祉士等）利

用者支援専門員、地域子育て支援拠点事業所の専任職員といった福祉職を配置す

ることが望ましい。

 このほかにも、医師、歯科医師、臨床心理士、栄養士・管理栄養士、歯科衛生士、

理学療法士などの専門職との連携も想定される。こうした専門職の配置・連携を

進めることで、普段の相談対応の他、関係機関との連携等も円滑に行うことが可

能となる。

 いずれの場合においても、業務量に応じて十分な体制の確保が望ましい。

※市区町村子ども家庭総合支援拠点と一体的に支援を実施することが望まし

(※)
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（３）関係機関・関係者との連携体制の整備

 センターの円滑な運営に当たっては、実際に地域で母子保健や子育て支援に携わ

っている関係機関・関係者との連携が欠かせない。これまでにも各市区町村は地

域の関係機関、関係者と連携して母子保健や子育て支援を行ってきたが、切れ目

のない支援の実現に向けて、より一層の連携強化が求められる。

 一般的な子育て支援よりも手厚い支援を必要とする子どもやその保護者等の早期

発見やさらなる情報収集、適切な支援の実施のためにも、市町村やセンターが実

施する事業だけでなく、地域の NPO 法人などの民間団体などが実施するインフォ

ーマルな取組も含めて、様々な関係機関等と連絡・調整を行い、協働体制を構築

する。特に、子ども・子育て支援法第 59 条に規定する地域子ども・子育て支援事

業やその他の子ども・子育て支援を円滑に利用できるよう、主に３歳未満の子ど

もとその保護者の交流の場である地域子育て支援拠点事業所や利用者支援事業実

施機関との連携･協働が求められる。

 連携先となる関係機関等には、センターの役割や機能の正しい理解及び信頼・協

力関係の構築ができるよう、日頃から積極的な情報提供や説明等に努める。

 また、支援の実践から明らかになった地域の子育て資源の不足や課題等について、

地域の活性化や連帯感の向上の観点から改善策を探求し、新たな連携の創出につ

なぐことも重要である。

【主な連携先の例】

 庁内の関係部署、医療機関（産科医、小児科医等）や助産所、保健所、市町村保健セン

ター、地域子育て支援拠点事業所、児童館、こども園・幼稚園・保育所、学校、児童相

談所、公⺠館、NPO法⼈・ボランティア、⺠⽣委員・児童委員、市区町村⼦ども家庭総

合支援拠点、要保護児童対策地域協議会、児童発達支援センター、学童保育、放課後デ

イサービス、産後ケア施設 等

【連携場⾯の例】

 より手厚い支援を必要とする人に関する情報共有や支援の方針、関係者の役割分担を検

討するために、関係機関の代表者や専門家等で構成される関係者会議を定期的に開催す

る。関係者会議は、要保護児童対策地域協議会と合同で開催することも考えられる。関

係者会議では、⽀援の検討の中で⾒いだされた課題について、解決策の検討を⾏うこと

も重要である。

 既存の会議体や関係団体の会議にセンターの職員が出席し、センターの機能や役割を説

明し、協⼒を呼び掛ける。

 担当者が異動しても連携が途切れることがないよう、定期的な連絡や引き継ぎを⾏う。
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（４）委託事業者の管理

 市区町村によっては、やむを得ずセンター業務の一部を民間団体等に委託して実

施する場合も想定される。

 委託先事業者に対して、市区町村はセンターの理念や業務の位置付け等について

十分に説明し、理解を得る。また、これまで市区町村が実施してきた経緯を踏ま

え、契約の際、委託範囲と責任の所在を明確にする。

 市区町村は委託事業者とともに、定期的に業務の状況や成果・効果等について把

握・評価し、より良い方向への改善策も見いだすなどＰＤＣＡサイクルに基づき

マネジメントを行う必要がある。

２．情報の管理と守秘義務の徹底

 センターが関係機関等と連携して妊娠・出産・子育てに係る効果的な支援を行う

ためには、情報の一元化において、安全かつ円滑な情報の流れが保障されている

ことが必要である。これまで、母子保健部門や子育て支援部門が実施してきた事

業等の内容、情報収受の流れを含む情報管理体制、個人情報保護対策等を十分に

尊重し、市区町村で最適な在り方を検討するなど細心の配慮が必要である。

 センターはその業務の性質上、非常に繊細で機微な個人情報を扱うため、センタ

ー内はもとより、連携する他機関との間においても慎重な情報の取扱いが求めら

れる。収集した個人情報は各市区町村の個人情報保護条例に基づき適切に取り扱

う。

 また、民間団体等に委託して実施する場合は、委託契約書に個人情報保護の厳格

な取扱いについて明記するとともに、情報漏えいがあった場合における委託解除

や損害賠償請求の対応等についても、あらかじめ定めておくことが望ましい。

３．子育て世代包括支援センターの利用促進のための取組

（１）子育て世代包括支援センターの周知

 センターが機能を発揮するためには、その存在や役割について、妊産婦や保護者

はもちろんのこと、地域の住民等にも十分な周知・広報を行い、地域の理解と信

頼を得ることが基礎となる。

 市区町村の実情に応じて、センターとしての機能を有する窓口は市町村保健セン

ターや利用者支援事業実施機関などが想定される。いずれの場合においても、妊

産婦や保護者が相談したいときにどこを訪ねればよいのか分かるよう、窓口を明

確にしておく必要がある。
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 そのため、周知は、様々な媒体や機会を通じて行い、センターの役割や相談を受

け付ける場所、対応日時、対象者、受け付ける相談内容、対応にあたる専門職等

について案内することが望ましい。

 妊娠届出時にリーフレット等で周知するとともに、既存の市区町村の広報誌やホ

ームページ上での情報発信に加えて、子育て世代に確実に情報が届くよう、広報

手段・方法を工夫する。また、地域によっては、複数言語での多文化対応の広報

等についても配慮することが望ましい。

 なお、センターは、全ての妊産婦や乳幼児等に開かれた場所として地域に認識さ

れることが重要であり、センターの利用者が特別な支援を必要とする者であると

の誤解を与えないよう、配慮と工夫が必要である。

 都道府県においては、市区町村における広報の状況について、定期的に確認し、

有効な広報の方法等について、広く市区町村に情報提供することが期待される。

【周知の⽅法の例】

 手続き等の機会を活用した周知

 リーフレット・チラシを作成し、⺟⼦健康⼿帳交付時や出⽣届受理、転出⼊の⼿続

き等の機会を活用して配布する。

 広告媒体を活用した周知

 ホームページや広報誌等の定期的な作成・更新、メールマガジン、SNS の活用や、

新聞広告等の広告媒体を活用する。

 既存事業を通じた周知

 乳幼児健診の場にセンターの職員が出向き、相談窓口の周知や事業の PRをする。

 両親学級や乳児家庭全⼾訪問事業、新⽣児訪問、予防接種等の既存の事業の際に情

報提供をする。

 地域の関係機関等を通じた周知

 医療機関、助産所、市町村保健センター、地域子育て支援拠点事業所、こども園・

幼稚園・保育所、児童館等の関係機関、住⺠が頻繁に利⽤する商業スペース等にポ

スターを掲示する。

 庁内や教育委員会・教育関係者と調整の上、こども園・幼稚園・保育所や学校、Ｐ

ＴＡ等を通じて、保護者等への定期的な広報活動を⾏う。

 中学校における保健教育の場や成人式等の機会に情報提供をする。

 ⺠⽣委員の研修会において、センターについて案内する。
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【周知する際の⼯夫の例】

 虐待やＤＶなどにも配慮し、被害者や支援を必要とする者の安全を確保しつつ情報提供

できるよう広報の方法や場所を工夫する。例えば、潜在的な被害者が人目にさらされず

に情報を受け取りやすい場所（ネイルサロン・美容院など）にチラシ等を設置する。

 ⼀般住⺠にとって⾝近な存在と感じられるような呼称の採用や、センターの役割を分か

りやすくイラスト化する。

【特に積極的に周知する内容の例】

 妊娠時から、出産や⼦育てについて切れ⽬なく、継続して⽀援すること。

 だれもが気軽に相談できる窓⼝であり、必要に応じて適切な⽀援・サービスにつなぐこ

と。

 就労している⽅にも配慮した利⽤時間となっていること。

 医師、⻭科医師、助産師、保健師、看護師、ソーシャルワーカー（社会福祉士等）、臨床

⼼理⼠、栄養⼠・管理栄養⼠、⻭科衛⽣⼠などの多職種がチームとなって⽀援すること。

（２）オープンでありながらもプライバシーに配慮した環境作り

 相談のしやすい雰囲気の醸成やプライバシーに配慮した環境整備は、利用者との

つながりに大きく影響する。

 センターは、全ての妊産婦・乳幼児等を対象とするため、訪れる妊産婦・乳幼児

等に対して歓迎する和やかな雰囲気が出せるような工夫をする。

 また、利用者が安心して悩みや相談ごと、家庭の状況等について話すことができ

るよう、対面での相談の際には配慮が必要であり、可能な限り個室を活用して面

談を行うことが望ましい。

【環境整備の例】

 ⾯談⽤の個室やスペースは、利⽤者が安⼼して⽀援者と語らい合えるよう、やさしさが

感じられるような内装を工夫する。

 カウンターに仕切りを設け、相談対応の様⼦が他の利⽤者から⾒えないようにする。気

軽に⽴ち寄れる相談コーナーとは別に、⾯談⽤の個室を設ける。

 市町村保健センターや地域包括⽀援センターなど既存の建物内にある個室で⾯談を⾏

う。



18

４．妊産婦や保護者と継続的な関係を築くための取組

 センターで継続的関係を築く対象には、悩みや不安等により心理的に不安定な状

態にあり、それを自覚している妊産婦、保護者等に対応する場合のみならず、対

象者が必ずしも支援の必要性を自覚していない場合も想定される。支援を求めら

れていなくても子どもの健全育成のために関係構築の努力を必要とする場合には、

支援者側の高いケースワーク技術や対人支援能力が求められる。

 把握される情報は、母親だけに着目したものではなく、親子関係、夫婦（カップ

ル）関係、きょうだい関係、経済状況、親の精神状態、子どもの特性等の背景も

考慮し、家族全体の問題として捉えるために必要な情報に及ぶ。アセスメントは、

収集された情報を統合させ、総合的に行う必要があり、その結果関係機関との連

携が必要となる場合には、単に情報提供で終わらせるのではなく、重層的・継続

的な関係を築くことが求められる。

 情報の把握や支援の必要性の判断、適切な継続支援につなげる手段として、確認

項目リストや様式、チェックシートの開発、ケース検討会を定期的に行う等の方

法を有効活用することが大切である。

 これらを適切に行うためには、実施主体の市区町村においては、国や都道府県等

とも連携しながら、定期的に研修を行ったり、業務・研修マニュアルを定めるな

ど、人材育成や質の担保に向けた取組が期待される。

【⼈材育成の例】

 センターの職員には、都道府県や市区町村が実施する利⽤者⽀援事業の各種研修の受講

を積極的に勧奨する。

 センター業務に特化した研修として、先進事例の取組を学んだり、⽀援プラン作成に係

る職員研修を実施する。研修プログラムは地域の⼤学や医療機関とも連携しながら、講

義形式だけでなく、ケーススタディなどの演習やコミュニケーションスキル向上のため

のロールプレイなどを盛り込む。
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第４ 各業務の基本的考え方と具体的内容

１．子育て世代包括支援センターの主な業務

 センターは、母子保健施策と子育て支援施策の両面から、妊娠期から子育て期（特

に３歳までの乳幼児期）の子育て支援について、支援が利用者の目線からみて切

れ目なく一貫性のあるものとして提供されるようマネジメントを行う。

 具体的には、次の①～④の業務を通じて、妊産婦・乳幼児等や、その家族の実情

を継続的に把握し、妊産婦や乳幼児等にとって必要なサービスや支援を提供する

ため、関係機関との連携や連絡調整を行い、その後の状況のフォローアップと評

価を行う。

①妊産婦及び乳幼児等の実情を把握すること

☐ 保健師等によるセンターでの面談や家庭訪問、関係機関からの情報収集等を通じて、

妊産婦や乳幼児等の実情を継続的に把握する。

☐ 収集した情報は、個別の妊産婦及び乳幼児ごとに記録するとともに、支援台帳を整

備し適切に管理する。

②妊娠・出産・子育てに関する各種の相談に応じ、必要な情報提供・助⾔・保健指導を⾏

うこと

☐ 妊産婦や保護者の個別の疑問や不安にできる限り丁寧に対応し、本⼈にとって必要

な情報提供や助言、適切な表現・コミュニケーション⽅法によって⾏う。

③支援プランを策定すること

☐ 妊産婦や乳幼児等の課題や支援ニーズに的確に対応するために、必要に応じて支援

プランを策定する。

☐ ⽀援プランは、妊産婦や保護者の「親になる⼒を育てる」⽀援に資するツールの１

つであり、個別の妊産婦や保護者の状況や経過を反映させつつ、可能な限り本人と

の対話を通じて作成する。

☐ ⾃治体の事業スケジュール等の提⽰・情報提供とは異なる。また、全ての利⽤者に

ついて体系的に情報を管理する⽀援台帳とも異なることに注意する。

④保健医療⼜は福祉の関係機関との連絡調整を⾏うこと

☐ 利⽤者⽬線に⽴って支援の継続性と整合性が確保できるよう、関係機関と十分な連

絡調整を⾏う。
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図表 8 子育て世代包括支援センターによる利用者への支援

(※)

※市区町村子ども家庭総合支援拠点と一体的に支援を実施することが望まし
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２．継続的な状況の把握

（１）基本的な考え方

 妊娠期から子育て期にわたって切れ目のない支援を行うためには、妊娠・出産・

子育ての期間を通じて、妊産婦・乳幼児等、及び父親を含む家庭全体について、

支援に必要な情報を継続的かつ一元的に収集し、記録・蓄積する必要がある。特

に、妊娠初期から状況・経過の把握を行うことで、予防的な関わりや問題の早期

発見・早期対応が可能となる。

 センターは、リスクや障害の有無にかかわらず全ての妊産婦・乳幼児等を対象と

するため、センター機能を有する市町村保健センターや子育て支援拠点事業所等

の窓口に相談来所する妊産婦や保護者だけでなく、既存の事業や関係機関との連

携を通じて、相談窓口に来所しない者や、問題や支援ニーズが顕在化していない

者についても状況を把握できる方法、支援の必要性を判断したり、支援プランに

基づき継続的に関与する主たる支援者を決定したりする場の設定を検討するなど、

役割分断にならないように努める。

 妊産婦や乳幼児等の状況や周囲の環境は経過とともに変わることから、一度支援

の必要性がないと判断された者であっても、その後、手厚い支援が必要な状況に

陥っていないか、関係機関と連携しながら、様々な事業や機会を捉えて継続的に

状況を把握するように努める。

 また、関係機関において支援の必要性が認められる対象者がいた場合には速やか

にセンターに情報提供が行われるよう、支援が必要な対象者像について関係機関

間で共有する機会を設定する等、顔の見える関係を構築することが求められる。

図表 9 子育て世代包括支援センターにおける「継続的な状況の把握」のイメージ



22

（２）継続的な状況の把握のための取組

ア 情報収集の項目・留意事項

 情報収集の際には、まずは面談等を通じて、センターに対する安心感を持っても

らい、信頼できる人間関係を築くことが重要である。

 妊産婦・乳幼児等の健康状態や不安等だけでなく、その家庭の強みやリスクの発

見のためにも、父親をはじめとした保護者、祖父母の状況、互いの関係性などを

把握することも重要である。また、育児を手伝ってくれる人や相談相手がいるか

（孤立していないか）等、地域とのつながりについても把握する。

 近年、働きながら子育てをする女性や共働きの子育て家族も少なくないことから、

就労の有無や仕事内容、職場での協力・配慮の有無等についても継続的に把握し、

悩みや困りごとがないかについても確認する。

 また、妊産婦については、心理社会的状況を早期に評価し、適切な支援につなげ

ることも重要である。医療機関においてはメンタルヘルスの評価を行うこともあ

ることから、医療機関との情報共有・連携によって、心理面、社会生活面でのつ

まづきの兆候を的確に把握・評価し、早期に支援の必要性を確認する。

【既存のツールを活⽤した⼼理⾯の確認・把握⽅法（例）】

 医療機関における妊婦健康診査の際にメンタルヘルス面の様子の確認を依頼する

 面談の際に育児支援質問票、赤ちゃんへの気持ち質問票、エジンバラ産後うつ病質問票

（EPDS）に回答してもらう

 主な情報収集の項目の例として、次のものが挙げられる。
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図表 10 主な情報収集の項目（例）：妊産婦・保護者について

時期 妊娠期 出産前後 子育て期

対象 妊婦 妊産婦 保護者

基本情報

年齢 ○

婚姻状況 ○

家族構成 ○

転出入の状況 等 ○

妊娠・出産の状況

妊娠週数、分娩予定日 ○

出産年⽉⽇ ○ ○

出産時の異常の有無 ○ ○

上の子の周産期情報、育児情報 等 ○

仕事・経済状況

仕事内容 ○ ○

職場での協⼒・配慮の有無 ○

世帯の経済状況 等 ○

健康情報
既往歴、妊娠・出産歴 ○

身体的・精神的状態 等 ○ ○ ○

生活習慣 喫煙、飲酒の有無、その他生活習慣 等 ○

家族関係
家族との関係 ○ ○ ○

夫・パートナーの協⼒の有無 等 ○ ○ ○

周囲のサポート

の状況

相談相手の有無 ○ ○ ○

子育て仲間の有無 ○ ○

その他協⼒の有無 ○ ○ ○

悩み・困りごと
悩み・困りごと ○ ○ ○

育児の状況、負担感 等 ○ ○

各種事業、サービ

スの利⽤状況

⺟⼦保健事業の利⽤状況 ○ ○ ○

⼦育て⽀援事業の利⽤状況 等 ○ ○

その他 国籍・言語 等 ○
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図表 11 主な情報収集の項目（例）：乳幼児について

時期 出産前後 子育て期

対象 新生児 乳幼児

基本情報

出⽣年⽉⽇ ○

出生機関 ○

在胎週数 ○

単体・多胎の別 ○

出生体重 ○

出⽣時の状況（異常の有無等） 等 ○

健康状態

発達・発育状況

疾病の有無・状況、健康状態 ○ ○

哺乳状況 ○

発育・発達状況 等 ○

生活状況 生活習慣 等 ○

各種受診状況
乳幼児健診の受診状況 ○

予防接種の接種状況 等 ○

家庭の状況 家庭の養育⼒ 等 ○ ○
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イ 情報収集の方法

 情報収集の方法としては、センターが妊産婦や保護者等との面談により直接情報

を収集する方法や、既存の事業や関係機関を通じて情報を収集する方法がある。

妊娠期から子育て期にわたり、妊産婦・乳幼児等に関する情報を収集する方法・

機会として、次のようなものがある。

図表 12 情報収集のために活用可能な情報源・機会（例）

時期 妊娠期 出産前後 子育て期

対象 妊婦
妊産婦

新生児

保護者

乳幼児

母
子
保
健
事
業
関
係

妊娠の届出・⺟⼦健康手帳の交付時の面談等 ◎ ◎ ○

医療機関における妊婦健診 ◎ ◎

⺟親学級・両親学級 ○ ○

妊婦訪問（来所含む。） ◎ ◎ ○

出生届時の面談等 ○ ○

低体重児の届出 ◎ ○

新生児訪問指導・未熟児訪問指導 ◎ ◎

乳幼児健診 ○ ◎

産婦健診 ○ ○

予防接種 ○

産婦訪問（来所含む。） ◎ ○

産前・産後サポート事業 ○ ○

産後ケア事業 ○ ○

子
育
て
支
援
事
業
関
係

乳児家庭全⼾訪問事業 ◎ ◎

養育支援訪問事業 ◎ ◎ ◎

利⽤者⽀援事業 ◎ ○ ◎

子育て短期支援事業 ○ ○

地域子育て支援拠点事業所 ◎ ○ ◎

病児保育事業 ○ ○

子育て援助活動支援事業（ファミリーサポート事業） ○ ○

そ
の
他

前回妊娠時の関わり ○ ◎ ◎

市区町村子ども家庭総合支援拠点 ◎ ◎ ◎

要保護児童対策地域協議会 ◎ ◎ ◎
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時期 妊娠期 出産前後 子育て期

対象 妊婦
妊産婦

新生児

保護者

乳幼児

児童相談所 ◎ ◎

⼥性相談センター ○ ○ ○

教育委員会 ○ ○

地域⾃⽴⽀援協議会 ○ ○

病院・診療所 ◎ ◎ ◎

助産所 ◎ ◎ ◎

こども園・幼稚園・保育所、児童館等 ◎

地域住⺠・地域組織 ○ ○ ○

※○：主な情報源・機会 ◎：特に重要と考えられる情報源・機会

（ア）妊娠の届出時・母子健康手帳交付時

 妊娠の届出を受けての母子健康手帳交付時においては、ほぼ全ての妊婦と接点を

持つことができる貴重な機会である。こうした機会を積極的に活用し、アンケー

トや面談等を行うことで、その後の支援のために必要な情報収集を行う。あわせ

て、利用可能なサービス等について情報提供を行う。

 妊婦によっては配偶者やパートナーなどの代理人が妊娠届を提出する場合がある

が、その場合は別途改めて妊婦本人との面談日を設ける等の対応が望ましい。

 なお、妊娠届出時の面談は継続的な状況把握の入り口として重要であるが、妊産

婦や乳幼児等の状況は変化していくことから、当該面談だけでなく、妊娠期及び

それ以降の時期についても、継続的かつ一元的に状況を把握することが重要であ

る。
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【妊娠の届出受理・⺟⼦健康⼿帳交付時の情報収集の例】

 妊娠の届出の際にアンケートに回答してもらう。その内容を踏まえて 30 分間、保健師

が⾯談を⾏い、詳しい情報収集と、各種サービスの情報提供を⾏う。

 代理⼈が妊娠届を提出する場合には、別途⾯談⽇を設けて来所していただく。

 妊婦と必要時に連絡が取れるよう、連絡が取りやすい連絡先と曜日、時間帯について妊

娠の届出時点で情報提供を依頼する。

 センターでの妊娠届の提出・⺟⼦健康⼿帳交付時にはその場で⾯談をし、他部署（市⺠

課、市⺠センター）での場合はアンケートに回答していもらい、状況を確認する。

 妊婦健康診査の補助券や育児に関連したグッズを複数回に分けて配布するなど、面談の

機会を複数回設定できるような工夫をする。

（イ）妊婦健康診査時

 妊婦健康診査は、妊娠の経過や母親の身体的な状況だけでなく、心理的・社会的

な状況も把握できる貴重な機会であり、健診実施機関を通じて情報収集に努め、

得られた情報を、妊婦に対する支援のために積極的に活用することが望ましい。

 妊婦健康診査を市区町村から医療機関等に委託して実施する場合には、委託契約

において健診結果の速やかな報告を求めるなど、医療機関等との連携・協力体制

を整備する。なお、妊婦健康診査の結果は機微な個人情報であり、慎重な取扱い

が必要である。

【妊婦健康診査結果の取扱いに関する例】

 従来は妊婦健康診査の結果が市への健診費用の請求書とともに届くため、タイムリーな

支援につながらなかった。そのため、健診の結果、特に支援が必要と判断された妊婦に

関しては、随時、医療機関からセンターへ連絡票を送付し、⽀援要請の連絡を⼊れても

らうようにした。

 健診結果の取扱いについて事前に本⼈同意を得ていることについて周産期医療連絡会等

の場を通じて地域の医療機関に周知する。

（ウ）出産前後、子育て期

 出産直後や子育て期において多くの母子等の情報を得られる機会として、母子保

健法による乳幼児健康診査や、児童福祉法による乳児家庭全戸訪問事業等が挙げ

られる。これらの機会を通じて関係部署が把握した情報について遅滞なくセンタ

ーに連絡してもらう。
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 さらに、子育て期においては、普段の生活の様子や育児不安などの相談や悩みが

把握される場として、地域子育て支援拠点事業所や利用者支援事業実施事業所、

こども園・幼稚園・保育所、児童館等が想定される。子育て期において親子が日

常的に利用する地域の施設やサービス事業者について把握し、これらの関係者と

定期的な情報交換の機会を設けるとともに、随時気になる情報についての提供方

法についてもあらかじめ取り決めておく等の連携が重要である。

 市区町村の中には、各種子育て支援事業を社会福祉協議会等へ委託して事業を実

施している場合がある。訪問や健診、子どもの預かり等の機会を通じて得られた

情報は書面や定期的に開催する関係者会議等により情報共有し、センターにおい

て情報を一元管理する。

【出産前後、⼦育て期の情報収集の例】

 出⽣届が出された全家庭へ保健師等が電話をし、相談対応を⾏う。

 こども園・幼稚園・保育所や、⺠⽣委員・児童委員等の会議の場に出向き、情報を収集

する。

ウ 切れ目のない状況の把握のための関係機関との連携の取組

 医療機関は、妊娠期・出産前後においては産科が、子育て期においては小児科が

継続的に妊産婦や乳幼児等に関わっており、妊産婦・乳幼児等の状況に応じて、

精神科や歯科等も関わっている。また、助産所は、妊娠期から関わり、妊産婦・

乳幼児等の状況を切れ目なく把握している。医療機関や助産所によっては、産後

ケアを行っている場合もある。このため、センターでは、全ての期間を通じてこ

れらの病院や診療所、助産所との密な連携が望まれる。

 また、地域の栄養士・管理栄養士は、栄養相談に対応する過程で、家庭の悩みや

問題を早期に把握する場合もあることから、こうした相談対応者との情報共有も

重要である。

 地域子育て支援拠点事業所は、子育て中の親子に加え、妊娠中の方が子育て支援

に関する情報を得たり、既に子育て中の方々と接したりする場として機能するな

ど、妊娠中、子育て期の不安や悩みに対して身近なところで対応していることか

ら、連携、情報共有が重要である。

 こうした地域の関係者との定期的な連絡会を設ける等により、支援が必要と思わ

れる妊産婦・乳幼児等の情報共有を行う。

 その他、次のような取組を通じて妊産婦・乳幼児等の状況を把握し、支援が必要

と考えられる親子等の情報を共有する。
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【継続的な状況の把握のための取組例】

 地域の関係機関の担当者が集まり定期的に会議を開催する。

 特定妊婦、要支援児童、要保護児童など、市区町村子ども家庭総合支援拠点、児童相談

所による支援が必要なケースに関する情報は連絡票を用いて速やかに共有する。

 地域組織（⺠⽣委員等）が把握している妊産婦や乳幼児等の状況を共有する。

 地区担当保健師からの情報収集、訪問同⾏を⾏う。

 こども園・幼稚園・保育所や地域子育て支援拠点事業所等へ出向いて乳幼児期の様子に

ついて確認する。

エ 情報の記録・管理

 各種方法により収集した情報は、切れ目のない支援に活用できるよう、個人記録

として紙媒体やシステム上での管理など、所定の様式を定める等により適切に管

理し、必要なときに迅速に閲覧できるよう整備する。また、妊娠期から子育て期

における時間的な経過や、妊産婦・乳幼児等の情報が分断されることがないよう、

一元的な管理に努める。

【情報管理の例】

 個⼈記録として、⺟⼦及び家庭の状況の記録を１つの様式にまとめる。

 住⺠基本台帳と連動しているシステムにおいて⼀元管理し、世帯単位で情報を管理する。

⽀援台帳と紐づけ、支援の内容や経過、次回支援予定等も閲覧できるようにする。

 相談対応、情報提供等の情報は、関係者間の共通管理システム上にデータを記録し、管

理する。

（３）支援台帳の作成・管理方法

ア 支援台帳への記載項目

 全ての妊産婦・乳幼児等について、予防的な支援の観点から、妊娠期、出産前後、

子育て期の状況を継続的に把握し、経過に関する情報を体系的に管理するために、

支援台帳を作成する。

 支援台帳の記載項目として、以下のものが挙げられる。支援に当たって必要な基

本情報に加えて、その後の支援状況や経過、関係者との調整、会議の開催、支援

プランの策定（p.33 参照）等が必要な場合には、その旨を記載することも考えら

れる。



30

図表 13 支援台帳への記載項目（例）

妊産婦・保護者に関する記載項目 乳幼児に関する記載項目

 妊娠届出日、手帳交付日

 ⽣年⽉⽇、年齢、居住地区

 婚姻状況

 家族構成

 本人及びパートナー・夫の就労状況

 分娩予定日

 出産（予定）機関

 既往歴、出産歴

 面談日、接触日

 要支援の有無、⽀援理由、次回接触予定

日等

 居住地、担当地区（担当保健師）

 その他情報収集した内容等

 年齢（⽉齢）

 出生機関

 出生時の状況

 面談日、接触日

 要支援の有無、⽀援理由、次回接触予定

日等

 その他情報収集した内容等

（予防接種の状況、健診受診状況等含む）

※太字下線は優先度が⾼いと考えられる項⽬

イ 支援台帳の管理方法

 情報の収集や支援記録等の詳細を紙媒体で記録している場合であっても、支援台

帳は電子ファイル又は専用のシステムにより管理するなど、記録の管理・更新や、

地区担当保健師や庁内関係部署等の関係者との共有しやすい方法で管理すること

が望ましい。

 ただし、個人情報を含む内容であるため、閲覧権限は一定の範囲内に制限する。

【⽀援台帳の管理・運⽤⽅法の例】

 ⽀援の対象者についてまとめた⽀援台帳は電⼦媒体で作成・管理するなどして、必要な

時に情報を直ちに参照できるようにする。妊婦健康診査から乳幼児健康診査までの結果

をまとめた⽀援台帳は別ファイルにて管理する。

 住⺠基本台帳と連動している専⽤のシステムにおいて各種記録や情報を⼀元管理し、⽀

援対象者は一覧にして確認できるようにする。
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３．妊産婦や保護者への情報提供・助言

（１）相談対応

 利用者目線で整合性・連続性のある相談対応を行うことが、妊産婦や保護者との

信頼関係の構築の基本であり、切れ目のない支援を効果的に行うために重要であ

る。

 センターは妊娠や出産、子育てに関する悩み等を傾聴し、対象者のニーズや状況

に応じて利用可能なサービス等について、情報提供・助言等を行う。

 妊娠や出産、子育てについての様々な相談に対応できるよう、保健師や助産師、

ソーシャルワーカー（社会福祉士等）、栄養士・管理栄養士、臨床心理士、利用者

支援専門員等の職員を配置するなどが考えられる。また、センターの職員が複数

人いる場合は地区担当制を採用することで、当該地域の実情に詳しい職員が一貫

して相談対応、助言等を行う体制も考えられる。

 複数の施設・場所で役割分担して相談対応を行っている場合、それらの窓口に寄

せられた相談内容や情報提供の状況は適時共有し、支援の必要性の判断や関係機

関との連絡調整を行うことが求められる。

【相談対応体制の例】

 地区担当制を採用し、複数名体制で対応する。

 妊産婦や乳幼児等の状況に応じて助産師、保健師、⼥性・家庭相談員等が対応する。

 専用のwebサイトを開設するとともに、メールでも相談を受け付ける。

 ３職種（保健師、助産師、ソーシャルワーカー（社会福祉士等））を配置する。

 小学校区ごとに相談対応拠点を設置する。
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（２）妊産婦・乳幼児等の状況やニーズに応じた情報提供・助言

 妊産婦・乳幼児等の状況やニーズに応じて、利用可能なサービスや、今後利用す

ることが想定されるサービス等について情報提供や助言を行う。

 対象者の状況やニーズを適切に判断し、適切な情報提供や助言ができるよう、関

係者会議を開催したり、職員の研修等を実施することも重要である。

 妊産婦や保護者に情報提供した内容や助言等は、支援台帳において記録・管理し、

関係者が必要に応じて確認・情報共有できるよう整理しておく。

【情報提供の例】

 以下のように、あらかじめ情報提供する内容を整理しておく。

 産後の支援がない場合：産後家庭支援ヘルパーや一時預かり、ファミリーサポート

センターの情報提供・調整

 多胎の場合：保護者のネットワークやサロン、育児物品の貸し出しの紹介

 育児不安が強い：両親学級、定期的な健診受診の勧奨、相談先、レスパイト事業の

紹介

 発達に関する不安がある場合：児童発達支援センター 等

 ⼦育て・介護と仕事の両⽴：育児・介護休業制度に関するリーフレットの配布や相

談先の紹介（特に男性も育児休業や介護休業などの両⽴⽀援制度を利⽤できること

の周知）

 妊娠期、子育て期の別に、パートナーの有無・就労の有無・周囲の支援者の有無に応じ

て、情報提供する内容や支援プラン作成などの対応をあらかじめ定めておく。
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４．支援プランの策定

（１）基本的な考え方

 本来、全ての妊産婦や保護者等が、妊娠や出産、子育てに向けて、自身や乳幼児

等にとって必要とする母子保健や子育て支援サービスを適切に選択して利用でき

るよう、自身でサービスの「利用計画」（セルフプラン）を立てられることが望ま

しい。

 妊産婦や保護者等の中には、利用可能なサービス等の情報提供のみで利用計画を

立てられる場合もあれば、サービスの選定に係る助言などの支援を必要とする場

合もある。後者の場合、センターは支援を必要とする妊産婦や保護者等とともに

話し合いながら、利用計画の作成を支援する。

 この利用計画は、単に自治体の事業スケジュール等の提示・情報提供とは異なり、

個々の妊産婦や保護者等の実情を踏まえ、利用者の視点により作成するものであ

る。

 さらに、利用計画の作成支援だけでなく、サービスの提供等に当たり、関係機関

による密なモニタリングが必要と考えられる妊産婦や保護者等については、関係

機関による支援についても整理した「支援プラン」を作成する。

図表 14 段階的な支援と利用計画（セルフプラン）・支援プランの関係
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（２）支援プランの対象者について

 支援プランは、関係機関の密接な連携の下で、より手厚い支援や継続的な支援、

関係者の調整等が必要と判断される妊産婦や乳幼児、保護者や家庭等を対象とし

て作成する。支援プランの策定が必要と判断とする基準については、あらかじめ

関係機関等とともに検討、共有しておくことが望ましい。

 なお、市区町村子ども家庭総合支援拠点や要保護児童対策地域協議会の対象にな

り得るとセンターで判断した場合には、担当の関係者・関係機関につないで支援

方針を検討する。このアセスメントを適切に行うためにも、支援の必要性を担当

者間で共有・検討できる場を設ける。

【支援プランの策定が必要と考えられる例】

 妊産婦の例

 ⼼⾝の不調や病気、障害などのために、自身でサービス等の利⽤計画の作成が難し

い場合

 妊娠や育児への不安があり、サービスの提供を通じてより密なモニタリングが必要

と判断される場合

 転⼊者であったり、⾥帰り出産をしたことで地域との関わりが薄く、地域の活⽤可

能な資源やコミュニティの橋渡しが必要な場合

 ⽇本語を⺟語としない妊産婦である場合 等

 乳幼児の例

 児の成⻑・発達が気になる場合

 他機関からの支援要請がある場合 等

 配偶者やパートナー、家庭の例

 精神疾患等を有している場合

 就業が不安定である場合

 ⽇本語を⺟語としない場合 等
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（３）支援プランの内容

 支援プランでは、妊娠や出産、子育てに関する当面のスケジュールに合わせて、

支援対象者にとって必要なサービス等の利用スケジュールを整理するとともに、

関係機関と調整し、各関係機関による支援内容やモニタリング、支援プランの見

直し時期についても整理しておく。

 必要に応じて、セルフケアや家庭でのケアなど、支援対象者や家庭での取組等に

ついても記載することが考えられる。

 支援プランの策定後、想定外の悩みや問題に直面した際にも対応できるよう、支

援プランに相談窓口や関係機関、担当者等を明記しておくことも重要である。

（４）支援プランの策定

 支援プランを策定する際には、支援対象者に参加してもらい、本人の意見を反映

するように努める。

 支援プランの策定に当たっては、関係機関・関係者で構成される関係者会議を開

催し、関係機関の役割分担や主担当機関の確認、妊産婦や乳幼児等に関する情報

の共有、アセスメント内容の確認や支援の方向性等について検討・調整する。

 庁内関係課や外部関係者を交えて協議・検討する場合には、既存の会議体を活用

することで、既存のネットワークの活用や支援の橋渡しが容易になることも期待

される。

【支援プラン作成のための関係者会議の例】

 定期及び不定期に開催される関係者会議の場で、支援プランの内容について協議する。

関係者会議のメンバーについては、支援対象者ごとに、支援に関わる関係者のみに絞

って開催することも考えられる。

 特定妊婦、要支援児童、要保護児童など、市区町村子ども家庭総合支援拠点による支

援が必要と考えられるケースについては、速やかに担当者につなぎ、要保護児童対策

地域協議会などの場で報告を⾏い、⽀援内容と役割分担等を検討する。なお、市区町

村子ども家庭総合支援拠点により支援する場合でも、センターとしてその後の経過を

把握していくことが求められる。
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【関係者会議の参加者の例】

 所属の例

 庁内関係課（⺟⼦保健課、⼦ども・⼦育て⽀援課、障害福祉課、学校教育課、家庭

児童相談室、地域包括支援センター等）、保健所、市町村保健センター、医療機関、

助産所、こども園・幼稚園・保育所、児童館、地域⼦育て⽀援拠点事業所、利⽤者

支援事業実施事業所、児童発達支援センター、小学校・特別支援学校、助産施設、

児童相談所、その他児童福祉施設、⼥性相談センター、婦⼈保護施設、要保護児童

対策地域協議会、市区町村子ども家庭総合支援拠点、福祉事務所、教育委員会、地

域⾃⽴⽀援協議会 等

 職種の例

 医師（産科、小児科、精神科等）、⻭科医師、保健師、看護師、助産師、ソーシャ

ルワーカー（社会福祉士等）、保育⼠、管理栄養⼠・栄養⼠、⻭科衛⽣⼠、臨床⼼

理⼠、教諭 等

（５）支援プランの評価

 支援プランの策定後は、支援対象の状況の変化を継続的に把握・評価し、必要に

応じて支援プランの見直しや更新を行う。そのため、支援プランの策定時には、

支援内容の見直しの時期についても記載することが望ましい。

【⽀援プランの評価⽅法の例】

 月 1回開催するケース検討会にて進⾏状況の確認、評価する。

 ⽀援対象者やその家庭の状況の変化に応じて随時プランの⾒直し等を⾏う。

 ⽀援対象者やその家庭のごとにモニタリング期間を設定し、評価、⾒直しを⾏う。

 妊婦を対象とした⽀援の場合は原則、新⽣児訪問後に⾒直しを⾏う。 等
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５．保健医療又は福祉の関係機関との連絡調整

（１）連携の重要性

 妊産婦・乳幼児等への支援に当たり、関係機関と密な連携体制を確保する必要が

あるが、対象者の支援ニーズや不安、困りごとなどを早期に発見し、問題が生じ

る前に予防的に関わるためにも、日ごろからの情報共有や連携のためのネットワ

ーク作りが重要である。

 親子の日常の生活状況や困りごとを把握するためにも、保健所や市町村保健セン

ター、医療機関、民生委員・児童委員、教育委員会、こども園・幼稚園・保育所、

児童館、地域子育て支援拠点事業所、利用者支援事業実施事業所等の関係機関と

の連携確保に努め、支援が必要と考えられる妊産婦や乳幼児等に対しては、所定

の方法に基づきセンターへ情報提供を依頼するなどの対応が望まれる。

 センターにおいて、関係機関との情報共有や関係機関による支援が必要と判断し

た場合には、所定の方法に基づき関係機関へ連絡し、対応を依頼する。複数の機

関が関わる場合には、関係者会議等を通じて、ケースの情報共有と役割分担、連

携方法等について協議し、支援の進捗管理や調整等の責任を担う担当機関やそれ

ぞれの役割を決める。その後も定期的な会議等を通じて支援の進捗状況を共有し、

必要な連絡調整を行う。

 なお、個人情報の保護には十分な配慮が必要であるが、そのことのみを理由とし

て、連携に消極的となるべきではなく、各自治体の個人情報保護条例に基づき、

個人情報の保護に配慮した具体的な連携方策を検討することが望まれる。

【関係機関との連絡調整の例】

 それぞれの拠点で受け付けた相談等は定期的に開催する関係者会議において共有する。

 特に支援が必要と思われるケースの場合には、電話等で随時関係者と連絡を取り合う。
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（２）市区町村子ども家庭総合支援拠点、要保護児童対策地域協議会との連携等

 センターは全ての妊産婦・乳幼児等に開かれた場であるため、対象者の中には市

区町村子ども家庭総合支援拠点や要保護児童対策地域協議会の対象ケースが含ま

れる場合もある。

 センターは市区町村子ども家庭総合支援拠点や要保護児童対策地域協議会の対象

ケースとする状態像を確認し、対象ケースやその疑いがある妊産婦・乳幼児等を

把握した場合の連携方法について明確にしておく。

 センターが収集した情報により市区町村子ども家庭総合支援拠点や要保護児童対

策地域協議会の対象ケースになると判断される妊産婦・乳幼児等を把握した場合

は、速やかに担当者へつなぐなど、関係者との必要な連絡調整を行うとともに、

関係者会議等を通じてその後の経過を把握する。

 市区町村子ども家庭総合支援拠点は、特定妊婦等を対象とした相談支援等を行う

役割も担っているため、子育て支援施策と母子保健施策との連携、調整を図り、

より効果的な支援につなげるために、市区町村子ども家庭総合支援拠点と子育て

世代包括支援センターの２つの機能を担い、一体的に支援を実施することが求め

られる。
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第５ 事業評価の視点

 センターの運営に当たっては、関連する各種計画や施策との整合性を図りながら

目標を設定し、定期的に評価することで、より効果的な支援に向けて運営方法を

見直していくことが望ましい。また、評価の際には、利用者の声や満足度を反映

することが望ましい。

 評価指標には次のようなものが挙げられる。

図表 15 子育て世代包括支援センターの事業評価の指標（例）

指標の種類 指標の例

ストラクチャー

（構造）指標

：センター業務の仕組みや

体制を評価するもの

○ 保健師○人、ソーシャルワーカー（社会福祉士等）○人、XXを○人配

置している

○ 職員に対する研修を⾏っている

○ 庁内関係課との情報共有・支援の検討のための会議体を設置している

○ 関係機関との情報共有・支援の検討のための連絡会を設置している

○ 関係機関との連絡方法や連絡調整のための様式を策定している

○ 関係機関間の役割分担を明確にしている 等

プロセス（過程）

指標

：センターの目的や目標達

成のための過程（手順）や

活動状況を評価するもの

○ 地域住⺠におけるセンターの認知度が○%である

○ センターにおける相談・情報提供の記録を作成・保存している

○ 妊産婦や乳幼児等の情報を⽀援台帳で管理・更新している

○ 庁内関係課との情報共有・支援の検討のための会議を開催している

○ 関係機関との情報共有・支援の検討のための連絡会を開催している

○ 支援プランの内容を関係機関と共有している 等

アウトプット（事業実

施量）指標

：センターの目的や目標の

達成のために⾏われる業務

や事業の結果を評価するも

の

○ 妊産婦や乳幼児等のうち継続的に状況を把握できている割合

○ 相談・助⾔、情報提供を⾏った件数

○ 妊娠届出時にアンケートや面談を実施するなどして妊産婦や保護者の

身体的、精神的、社会的状況について把握した者の割合

○ 妊産婦のうち支援プランを策定した割合

○ 支援が必要な妊産婦のうち関係機関に対応を依頼した割合 等

アウトカム（結果）

指標

：センターの目的や目標の

達成度、成果の数値⽬標を

評価するもの

○ 安心して妊娠・出産・子育てができると思う者の割合

○ 地域で子育てしたいと思う者の割合

○ センターにおける⽀援への満⾜度

○ 支援プランを策定した支援対象者のうち、問題が解決した人数

○ 未就学児における児童虐待対応件数（０歳児、３歳児未満、３歳児以

上別） 等
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【事業評価⽅法の例】

 子ども子育て支援計画の中に事業計画を位置付け、⽬標の設定・評価を⾏う。

 事業の進捗状況や実施結果は関係機関とも共有し、得た意⾒は事業計画の⾒直しに反映す

る。

 評価指標には利⽤者からの満⾜度や評価を盛り込み、利⽤者⽬線の⽀援に活⽤する。
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第６ 参考資料（様式例）

１．支援台帳の例
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支援台帳

【⺟親】

ID 氏名
⽣年

月日
年齢

居住

地区
連絡先

妊娠届出日

手帳交付日

分娩

予定日

出産予定

機関

婚姻

状況
家族構成

初回面談日

・接触日

支援プラン

の有無

担当

保健師

子ども

ID
備考

1 ○○○
○ / ○ /

○
○歳 ○地区 ○○○

○/○/○

○/○/○
○/○/○ ○○助産院

□婚姻

□未婚

□夫・ﾊﾟｰﾄﾅｰ

□子ども

□親

□その他

○/○/○

□有 □無 ○○○ XX
○/○/○

更新

2

紐づけのための ID

【子ども】

ID 氏名
⽣年

月日

年齢

月齢

分娩

予定日
出生機関

初回面談日

・接触日

支援プラン

の有無
⽀援理由

担当

保健師

⺟親

ID
備考

1 ○○○ ○/○/○ ○歳 ○/○/○ ○○助産院 ○/○/○ □有 □無 ○○○ XX
○/○/○

更新

2

→詳しい経過等の情報は別途個人記録として記録・保管。（次項参照）
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２．個別の妊産婦や乳幼児等に関する記録（個人記録）の例

①個人記録：妊娠中

⺟親 ID： 作成日 ○年○月○日（担当：○○）

妊婦氏名 更新⽇ ○年○月○日（担当：○○）

出⽣年⽉⽇ ⾥帰出産

分娩予定日 婚姻状況

住所・連絡先 家族構成

妊娠届出時 妊娠中（○/○/○） ・・・

妊娠・出産・子育てに関

する今後の予定
※子育てのイメージ・見通し

気になること

希望すること

※妊娠や出産についての本人の気

持ち・周囲の反応

妊娠の経過

出産歴

※妊娠週数、異常の有無

※早産・流産等の経験の有無

現病歴・既往歴 ※通院・治療等の有無

身体的・精神的状態 ※心身の不調

就業状況

職場の状況

※就業の有無（夫・ﾊﾟｰﾄﾅｰ）

※本人が就業している場合、職場

の理解・サポートの状況

生活習慣
※飲酒、肥満の有無

※喫煙の有無（本人と夫・ﾊﾟｰﾄﾅｰ）

世帯の経済状況 ※経済的な問題の有無

周囲の状況と

家族関係

※夫・パートナー、親、知人・友

人のサポートの有無

※相談相手の有無

※夫婦、きょうだい関係

⺟⼦保健事業

子育て支援事業の

利⽤状況

※各種事業、サポートの利用状況

支援プラン

作成の有無

※支援プランの策定の有無

※作成している場合は作成理由、

作成日、見直し時期

関係機関への引継ぎ

関係機関からの連絡
※関係機関との連絡・調整状況

備考

経過に応じて情報を蓄積
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個人記録②：出産後

⺟親 ID： 子ども ID： 作成日 ○年○月○日（担当：○○）

産婦氏名 更新⽇ ○年○月○日（担当：○○）

児 氏名 ⾥帰出産

出産年⽉⽇ 婚姻状況

住所・連絡先 家族構成

出生届出時 新生児訪問時（○/○/○） ・・・

子育てに関する今後の

予定
※子育てのイメージ・見通し

気になること

希望すること

※子育てについての本人の気持

ち・周囲の反応

出産時の異常の有無 ※出産時の異常の有無

⺟親の現病歴

⺟親の状況 ※心身の不調

児の状況

※低体重児かどうか、入院の必要

性等

※発達・発育の状況

就業状況

職場の状況

※就業の有無（夫・ﾊﾟｰﾄﾅｰ）

※本人が就業している場合、職場

の理解・サポートの状況

生活習慣
※飲酒、肥満の有無

※喫煙の有無（本人と夫・ﾊﾟｰﾄﾅｰ）

世帯の経済状況 ※経済的な問題の有無

周囲の状況と

家族関係

※夫・パートナー、親、知人・友

人のサポートの有無

※相談相手の有無

※夫婦、きょうだい関係

育児の状況
※育児不安、負担感、育てづらさ

※家庭の養育力 等

⺟⼦保健事業

子育て支援事業の

利⽤状況

※各種事業、サポートの利用状況

支援プラン

作成の有無

※支援プランの策定の有無

※作成している場合は作成理由、

作成日、見直し時期

関係機関への引継ぎ

関係機関からの連絡
※関係機関との連絡・調整状況

備考

経過に応じて情報を蓄積
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３．利用計画（セルフプラン）の例

利用計画（妊娠～出産の例）

（利用者名）様

母親 ID：

作成日：○年○月○日

現在の状況

□妊娠中（妊娠 週）

出生予定日：
お仕事

□有り（□休業 □退職）

□無し

里帰出産 □有り □無し

妊娠・出産・子育

てに関する今後の

予定

気になること

希望すること

妊娠１～４か月 ５～７か月 ８～１０か月

ご自身で

できること

□禁酒・禁煙

□出産病院を決める

□里帰り出産の場合は帰省先の病

院等に分娩を予約

□出産予定を職場に伝え、休業等の

調整、手続を行う

・・・

□禁酒・禁煙

□妊婦健診

□入院時の準備物品の用意

□ベビー用品の準備

□妊婦教室の受講

□家族と緊急連絡先、産前産後の過ごし方の確認

□地域の子育て支援センターやファミリーサポート、生活支援サービスに

ついて確認

□出産予定を職場に伝え、休業等の調整、手続を行う

□・・・

ご家族が

できること
□禁煙・・・

□禁煙

□家族と緊急連絡先、産前産後の過ごし方の確認

□・・・

今後利用する

サポート・事業

関係機関

担当者
○○○（連絡先：XXXXXX）

次回計画見直し時期：○年○月○日（予定）

担当：○○子育て世代包括支援センター ○○○○

連絡先：○○○○

切れ目のない支援のため、関係機関と計画内容を共有することについて同意します。

（本人署名） （日付） 年 月 日

地域子育て支援拠点

妊婦健診（14 回）

子育て世代包括支援センターでの定期面談（○月、○月、○月）・・・

両親教室（○月、○月）

電話相談
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利用計画（出産～子育ての例）

（利用者名）様

母親 ID：

作成日：○年○月○日

現在の状況

□児の出生（予定）日：

□出産機関名：
お仕事

□有り（□休業 □退職）

□無し

里帰出産 □有り □無し

出産・子育てに関

する今後の予定

気になること

希望すること

産後１か月 ２～３か月 ４か月

ご自身で

できること

□禁酒・禁煙

□出生届

□健康保険加入

□出産育児一時金の申請

□子ども医療費助成の申請

□児童手当の申請

□産後１か月健診

□産後休業（産後 8 週間）

□育児休業給付金の申請 ・・・

□禁酒・禁煙

□予防接種

□・・・

□育児休業

□・・・

□禁酒・禁煙

□予防接種

□４か月健診

□育児休業

□こども園入所手続

□・・・

ご家族が

できること

□禁煙

□育児・家事分担

□育児休業 ・・・

□禁煙

□・・・

□禁煙

□・・・

今後利用する

サポート・事業

□・・・

関係機関

担当者
○○○（連絡先：XXXXXX）

次回計画見直し時期：○年○月○日（予定）

担当：○○子育て世代包括支援センター ○○○○

連絡先：○○○○

切れ目のない支援のため、関係機関と計画内容を共有することについて同意します。

（本人署名） （日付） 年 月 日

新生児訪問（○月）

こんにちは赤ちゃん訪問

母乳育児相談

産前・産後サポート事業

産後ケア事業

子育てひろば・児童館

一時預かり事業 ・・・
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１週間の利用計画

月 火 水 木 金 土 日

今後３か月の予定

１か月 ２か月 ３か月
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４．支援プランの例

支援プラン（妊娠～出産の例）

（利用者名）様

母親 ID：

作成日：○年○月○日

現在の状況

□妊娠中（妊娠 週）

出生予定日：
お仕事

□有り（□休業 □退職）

□無し

里帰出産 □有り □無し

妊娠・出産・子育

てに関する今後の

予定

気になること

希望すること

対象時期 □妊娠初期 □妊娠中期 □妊娠後期 □出産前後

妊娠１～４か月 ５～７か月 ８～１０か月

ご自身で

できること

ご家族が

できること

今後利用する

サポート・事業

関係機関

担当者

□電話相談（○月）

□面談（○月）

□保健師訪問（○月）

□XXX

□電話相談（○月、○月、○月）

□面談（○月○日）

□保健師訪問（○月、○月、○月）

□XXX

次回プラン見直し時期：○年○月○日（予定）

担当：○○子育て世代包括支援センター ○○○○

連絡先：○○○○

切れ目のない支援のため、関係機関とプラン内容を共有することについて同意します。

（本人署名） （日付） 年 月 日

※利用計画に準じる



49

支援プラン（出産～子育ての例）

（利用者名）様

母親 ID：

作成日：○年○月○日

現在の状況

□児の出生（予定）日：

□出産機関名：
お仕事

□有り（□休業 □退職）

□無し

里帰出産 □有り □無し

出産・子育てに関

する今後の予定

気になること

希望すること

対象時期
□妊娠初期 □妊娠中期 □妊娠後期 □出産前後

□子育て期（産後○～○か月）

産後１か月 ２～３か月 ４か月

ご自身で

できること

ご家族が

できること

今後利用する

サポート・事業

関係機関・

支援機関による

サポート

担当：○○○○

□電話相談（○月○日）

□面談（○月○日）

□保健師訪問（○月○日）

□XXX

担当：○○○○

□電話相談（月○回）

□面談（○月○日）

□保健師訪問（○月○日）

□XXX

担当：○○○○

□電話相談（月○回）

□面談（○月○日）

□保健師訪問（○月○日）

□XXX

次回プラン見直し時期：○年○月○日（予定）

担当：○○子育て世代包括支援センター ○○○○

連絡先：○○○○

切れ目のない支援のため、関係機関とプラン内容を共有することについて同意します。

（本人署名） （日付） 年 月 日

※利用計画に準じる
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５．関係機関との連絡様式の例

連絡票
○年○月○日

所 属： 所 属：

担 当： 担 当：

連絡先： 連絡先：

対応日時 ○年○月○日 対応者

利用者氏名 親： 生年月日 親： （ 歳）

児： 児： （ か月）

住所・地区 連絡先 （電話）

相談者
□本人（母親）

□本人以外

□親族（児との続柄 ）

□小児科・産婦人科・その他医療機関（ ）

□保育園・幼稚園・学校・庁内関係課（ ）

□その他（ ）

対応種別 □面談 □電話 □メール・FAX

相談内容

□育児不安 □発育・発達に関する相談

□経済面に関する相談 □仕事に関する相談

□家族との関係に関する相談 □医療的ケアが必要な児に関する相談

□心身の不調・疾患を有する保護者への支援

□外国籍・異文化の背景を持つ保護者に対する支援

□その他（ ）

具体的な内容

対応方針

関係機関への

引継ぎ・

依頼事項


